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（注）政府資料・新聞情報等をもとに作成

95６（１） エネルギー政策見直しの動向



「革新的エネルギー・環境戦略」の概要 （出所）国家戦略室ホームページ

96（参考１）9/14「革新的エネルギー・環境戦略」と9/19「政府の閣議決定」①



政府の閣議決定

今後のエネルギー・環境政策については、「革新的エネルギー・環境戦略」（平成
24年9月14日エネルギー・環境会議決定）を踏まえて、関係自治体や国際社会等と責任
ある議論を行い、国民の理解を得つつ、柔軟性を持って不断の検証と見直しを行いな
がら遂行する。

ｏ ９月19日、政府は今後のエネルギー・環境政策について、以下方針を閣議決定

（つづき）

97（参考１）9/14「革新的エネルギー・環境戦略」と9/19「政府の閣議決定」②



ｏ 垂直一貫体制による良質で安定的な電力供給は国家競争力の基盤を創ってきた
ものの、東日本大震災以降以下の課題が明らかに

原子力発電への信頼が低下
中長期の「エネルギーミックス（省エネ・再エネの加速化）」等を抜本的に見直し

原子力等の大規模電源の限界とリスクが露呈
地域割りの垂直一貫体制が国民利益に寄与するシステムか疑問

原子力依存度の低減等によりエネルギーコストは増大傾向

＜改革の方向性＞

＜改革の必要性＞

ｏ ７月23日、「電力システム改革専門委員会」において、「電力システム改革の
基本方針」をとりまとめ

98６（２） 「電力システム改革の基本方針」の概要 ①



１ 需要サイド(小売分野)の改革

ｏ 小売全面自由化

ｏ 自由化に伴う需要家保護策の整備

・ 最終保障サービスの措置

・ ユニバーサルサービスの措置

２ 供給サイド(発電分野)の改革

ｏ 卸電力市場の活性化

３ 送配電分野の改革(中立性・公平性の徹底)

ｏ 「広域系統運用機関」の創設

ｏ 機能分離型、法的分離型による中立性の確保

(今後、技術的論点等を精査しながら、詳細設計)

１ 需要サイド(小売分野)の改革

ｏ 小売全面自由化

ｏ 自由化に伴う需要家保護策の整備

・ 最終保障サービスの措置

・ ユニバーサルサービスの措置

２ 供給サイド(発電分野)の改革

ｏ 卸電力市場の活性化

３ 送配電分野の改革(中立性・公平性の徹底)

ｏ 「広域系統運用機関」の創設

ｏ 機能分離型、法的分離型による中立性の確保

(今後、技術的論点等を精査しながら、詳細設計)

＜改革の内容＞

99６（２） 「電力システム改革の基本方針」の概要 ②



＜わが国固有の実情＞

・ エネルギー自給率が４％と極めて低い

・ 島国で他国と送電線の連系ができず、電気の輸入が不可能

・ 国土が狭く、用地事情が厳しいため、発送電設備の建設に長期を要する

・ 諸外国に比べ、需要の変動が大きい（例：冷房需要による夏期平日朝の電気使用量の急増）

＜わが国固有の事情を踏まえたこれまでの電気事業制度改革＞

・小売部門の部分自由化拡大（自由化範囲：高圧以上のお客さま）

・卸電力取引市場の創設

・送配電部門の情報遮断・会計分離・ネットワーク利用の公平性確保

平成17年

・卸電力取引市場の活性化平成20年

・小売部門の部分自由化（自由化範囲：特別高圧のお客さま）平成12年

・発電部門の自由化（発電部門に新規参入が可能）平成７年

制度改革の概要

発送電一貫体制を維持しつつ、公平・透明な競争環境を確保した「日

本型自由化モデル」を選択

100（参考２） これまでの電気事業制度改革 ①



＜現在の電気事業制度＞
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101（参考２） これまでの電気事業制度改革 ②



・ 発電設備や送電設備などの一体的な整備・運用

・ 事故災害時における早期復旧に向けた情報連携 など

・ 発電設備や送電設備などの一体的な整備・運用

・ 事故災害時における早期復旧に向けた情報連携 など

ｏ お客さまの選択肢拡大 ｏ 料金低減・サービス向上

ｏ ネットワーク利用の透明性向上 ｏ 再生可能エネルギー等の新規参入拡大 など

「発送電分離」における課題

・ 事業者破綻時等における電力供給者の確保

・ 僻地・離島お客さまに対するユニバーサルサービス（価格等の供給条件の公平性）の確保
など

・ 事業者破綻時等における電力供給者の確保

・ 僻地・離島お客さまに対するユニバーサルサービス（価格等の供給条件の公平性）の確保
など

「小売部門の全面自由化」における課題

＜制度改革で期待されるメリット＞

＜制度改革の課題＞

ｏ 国民の暮らしに欠かせない公共財として、電力供給の最終的な責任を誰が担うか

102６（３） 制度改革のメリットと課題
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出所：米国エネルギー省エネルギー情報局(EIA)資料に基づき作成

＜米国の家庭用小売料金の推移＞
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＜現行制度における取組み＞
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103６（４） 小売部門の全面自由化



＜電力会社＞
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設備投資や系統運用を整合的、効率的に行うこ

とが困難

送電部門の情報遮断や会計分離等により、ネッ

トワーク利用の透明性・公平性を確保

104６（５） 発送電分離



・米国の主要州
(北東部、ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ等)

・ＩＳＯ※などの中立
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施
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105（参考３） 発送電分離の形態



106６（６） 需要サイド（小売分野）の改革（一般電気事業者の供給区域）



107６（６） 需要サイド（小売分野）の改革（改革後のイメージ）
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108６（７） 供給サイド（発電分野）の改革（改革後のイメージ）



広域的・全国的に供給力を有効活用するため
広域系統運用機関を新たに設立

広域的・全国的に供給力を有効活用するため
広域系統運用機関を新たに設立

解消解消

109６（８） 送配電部門の改革（改革後のイメージ）
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110６（８） 送配電部門の改革（改革後のイメージ）


